
株式会社　日専連ファイナンス

代表取締役　櫻井　貴浩

　未    払    金

資　産　合　計 10,274,536,929 負債及び純資産合計 10,274,536,929

評価・換算差額等 30,336,202

その他有価証券評価差額金 30,336,202

純　資　産　合　計 3,764,199,425

　　　退 職 積 立 金 20,000,000

繰  延  資  産 26,668,735 　　　別 途 積 立 金 2,903,100,000

　　　繰越利益剰余金 116,463,223

　繰延税金資産 492,765,203 　利 益 剰 余 金 3,178,863,223

　その他前払費用 13,331,670 　　利 益 準 備 金 139,300,000

　その他の投資 3,145,640 　　その他利益剰余金 3,039,563,223

　出    資    金 2,045,000 株　主　資　本 3,733,863,223

　関係会社株式 79,950,000 　資  本  金 100,000,000

　敷 金 保 証 金 61,416,400 　その他資本剰余金 455,000,000

　 　預り保証金等 52,314,720

 投資その他の資産 774,732,966 負　債　合　計 6,510,337,504

　投資有価証券 122,079,053 （純資産の部）

 無形固定資産 133,199,461 固　定　負　債 108,864,325

　電話加入権 3,760,667 　退職給付引当金 54,024,605

　ソフトウェア等 129,438,794 　役員退職慰労引当金 2,525,000

　設          備 2,230,371 　割賦繰延利益 115,212,474

　器  具  備  品 33,886,296 　その他流動負債 4,850,267

　

　 　賞　与　引　当　金 16,593,000

固　定　資　産 944,049,094 　債務保証損失引当金 833,755,000

 有形固定資産 36,116,667 　利息返還損失引当金 79,963,000

　前  払  費  用 13,802,124 　未払法人税等 232,500

　その他流動資産 518,371,494 　預　　り　　金 768,132,667

　貸 倒 引 当 金 △ 749,920,000 　商　　品　　券 35,960,500

1,861,034,036 　買    掛    金 1,235,634,458

　受　取  手  形 2,015,126 　短 期 借 入 金 3,215,750,000

　割 賦 売 掛 金 7,658,516,320 95,389,313

第６４期　決　算　公　告

　貸　借　対　照　表

 （令和６年３月３１日現在）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

（資産の部） 　　　     　円 （負債の部） 　　　     　円

流　動　資　産 9,303,819,100 流　動　負　債 6,401,473,179

　現  金  預  金



損益計算書

　　　　　額

円

法人税、住民税及び事業税 232,500

法 人 税 等 調 整 額 17,821,592 18,054,092

当 期 純 利 益 4,480,550

営 業 外 費 用

雑 損 失 7,757,256

経 常 利 益 69,685,347

特 別 損 失

利 息 返 還 損 失 引 当 金 繰 入 額 27,279,133

（
自　令和　５年４月　１日

）
至　令和　６年３月３１日

科　　　　　　目

円

売 上 高

包 括 信 用 あ っ せ ん 収 益 587,319,777

個 別 信 用 あ っ せ ん 収 益 46,324,167

融 資 収 益

ク レ ジ ッ ト 売 掛 金 売 却 損 19,839,159

固 定 資 産 処 分 損 32,413 47,150,705

税 引 前 当 期 純 利 益 22,534,642

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,739,792

雑 収 入 17,845,979 19,585,771

金 融 費 用

支 払 利 息 36,195,313

合 計 1,105,849,913

営 業 利 益 57,856,832

そ の 他 収 益 64,355,353

合 計 1,163,706,745

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,069,654,600

169,834,765

信 用 保 証 収 益 295,872,683



個別注記表

１. 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産　・・・・・・・・ 定率法を採用しております。ただし、平成２８年４月１日以降取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

② 無形固定資産　・・・・・・・・ 定額法を採用しております。

③ リース資産　 ・・・・・・・・・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用し

ております。

(２）引当金の計上基準

① 貸倒引当金　・・・・・・・・・・ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 利息返還損失引当金・・・ 将来の利息返金の請求に備えるため、過去の返金実績率等を勘

案した必要額を計上しております。

③ 債務保証損失引当金・・・ 将来の債務保証の履行による損失に備えるため、債務保証残高

を考慮し、損失額を合理的に見積もった額を計上しております。

④ 退職給付引当金・・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額から特定

退職金共済退職給付金積立額を控除した額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金・・・ 役員の退職慰労金に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額から退職積立金を控除した額を計上しております。

⑥ 賞与引当金・・・・・・・・・・・ 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支

給見込み額に基づき計上しております。

（３）収益の計上基準

部門別の収益計上基準は期日到来基準とし、次の方法によって計上しております。

① 包括信用あっせん・・・・・・ 主として７８分法

② 個別信用あっせん　・・・・・ 主として７８分法

③ 融　　　　　資　・・・・・・・・・ 主として残債方式

④ 信 用 保 証　　・・・・・・・・・ 主として残債方式

（４）有価証券の評価基準および評価方法

① 市場価格のあるもの・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法

② 市場価格のないもの・・・・ 移動平均法による原価法

③ 子会社株式・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

（５）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

短期借入金 150,000,000

（単位：円）

担保に供している資産 担保に係る債務

資産の種類 金　　額 債務の種類 期末残高

割賦売掛金 5,717,346,924 短期借入金 3,065,750,000

定期預金 150,000,000



（２）減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 円

（３）保証債務

信用保証部門の保証残高 円

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

円

円

（５）部門別の割賦売掛金残高及び割賦利益繰延残高

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　 ３．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　貸倒引当金 円

　　債務保証損失引当金 円

　　利息返還損失引当金 円

　　その他有価証券評価差額金 円

　　退職給付引当金 円

繰延税金資産合計 円

　　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 円

繰延税金負債合計 円

　　繰延税金資産の純額 円

　 ４．１株あたり情報に関する注記

１株あたり純資産額

１株あたり当期純利益

209,173

△ 14,036,899

△ 14,036,899

492,765,203

67,823円41銭

80円73銭

25,036,415

16,915,104

506,802,102

203,592,719

261,048,691

個別信用あっせん 770,202,493 52,077,345 19,454,800

融　　　　　資 1,826,919,301 - －

計 7,658,516,320 115,212,474 42,601,096

部　　　門 割賦売掛金残高 割賦利益繰延残高 （
割賦利益繰延残高

）
の内、加盟店手数料

包括信用あっせん 5,061,394,526 63,135,129 23,146,296

193,685,785

132,530,787,658

買　掛　金 5,727,140

未　払　金 103,367


